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第 １ 章　　　　土地
位置と面積
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大阪府は摂津平野、河内平野、和泉平野を合わせたいわゆる大阪平野で占められ、北部は北摂山地を隔てて京都府と接し、東部一帯は生駒、金剛の両山地を隔てて奈良県に接し、南部は和泉山脈を境として和歌山県に、西部では猪名川を隔てて兵庫県にそれぞれ接しています。また、大阪市以南の西部では大阪湾に臨んでいます。
本府の極所の地名及び経緯度をみると、東端は枚方市大字尊延寺(東経135°44′48″)、西端は泉南郡岬町多奈川小島(東経135°05′31″)、南端は同じく岬町多奈川西畑(北緯34°16′19″)､北端は豊能郡能勢町天王(北緯35°03′05″)で､その直線距離は東西60.0km、南北86.5kmに及んでいます。

大阪府の面積は1,905.14km2(平成27年10月1日現在)で､都道府県別では全国第46位となっており、我が国の総面積(37万7,970.25㎞2)の0.5％を占めています｡　
地勢
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大阪平野は､淀川水系､大和川水系の堆積作用によって生まれた土地で、上町台地一帯を除いて概して低地となっています。本府東南部には、奈良県及び和歌山県と境を接する金剛山地とその北に生駒山地があり、金剛、葛城、信貴、生駒の諸山はこれらに属しています。また、本府南部には和泉山脈があり、岩湧、槙尾、和泉葛城の諸山が、北部では妙見、剣尾、竜王の諸山があります。
淀川水系は、琵琶湖から瀬田川、宇治川となって京都府内を流れ、木津川、桂川の合流点より本府北東部に入り、都島区毛馬より二つに分かれ、西へ淀川、南に大川となって流れて、中之島をはさみ、堂島川、土佐堀川、安治川となり、大阪湾に注いでいます。

大和川水系は、奈良県から金剛山地と生駒山地の間を流れて府域に入り、藤井寺市で石川と合流し、西に流れて大阪市と松原市、堺市との間を縫って大阪湾に注いでいます。
他に、大阪府内の主要な水系として石津川､大津川､近木川、樫井川、男里川等の諸水系があります。

池沼は、府内に約１万1,000か所点在し、多くは田畑の灌がい用に利用されています。そのうち規模の大きな水面積40ha前後の池沼は、多目的ダムとして建設された滝畑ダム(河内長野市)をはじめ、久米田池(岸和田市)、狭山池ダム(大阪狭山市)、光明池(和泉市)があります。

行政区域の変遷

明治４年(1871年)の廃藩置県を経て、大阪府の管轄範囲は、大阪市街地と摂津七郡(住吉、東成、西成、島上、島下、豊能、能勢)となりました。旧河内・和泉国の地域は大阪府ではなく、堺県の管轄となっていました。堺県は明治９年に奈良県を編入し、明治14年になって大阪府がこの堺県を編入しました。しかし、明治20年、奈良県が大阪府から離れて再設定され、摂津７郡と河内・和泉２国を管轄地とする本府の行政区域が確定しました。

以降、昭和33年４月に京都府南桑田郡樫田村が高槻市に、亀岡市の一部が豊能郡東能勢村(現豊能町)に編入された以外は、現在まで本府の行政区域は変わっていません。

府内の市町村については、明治22年４月の市制、町村制の施行により、大阪市、堺市の２市が誕生するとともに、施行前の1,372町村が12町310村となりました。その後、昭和28年10月の町村合併促進法の施行及び昭和40年３月の市町村の合併の特例に関する法律の施行等の統廃合が行われ、市町村数は減少し、平成17年２月の堺市と美原町の合併を経て、33市９町１村となりました。
現在、政令指定都市は大阪市と堺市で、中核市は、豊中市、高槻市、枚方市、東大阪市です。また、地方自治法の改正により、特例市制度が廃止され、平成27年４月から中核市要件が人口20万人以上に変更となりました。法改正時に特例市であった市は、施行時特例市として、法施行後５年を経過する日までの間は、人口20万人未満であっても中核市の指定を受けることができます。現在、府内では、５市（岸和田市、吹田市、茨木市、八尾市、寝屋川市）が施行時特例市となっています。
土地利用の現況

平成26年の府内の土地の利用実態に応じた区分(以下、「土地利用区分」という)ごとの面積は、森林と宅地がそれぞれ府域全体の約３割を占め、道路が約１割、農地が１割に満たない割合になっています。
土地利用区分ごとの面積を20年前の平成６年と比較すると、農地や森林面積は減少しており、道路の占める割合が年々大きくなってきています。
宅地面積では、住宅地は増加していますが、工業用地は減少しています。　





大阪府の土地利用区分ごとの面積の推移





（宅地の内訳）





[資料：大阪府都市整備部都市計画室計画推進課「国土利用計画関係資料集」参照]








